
１．は じ め に

本稿の目的は，これまで十分に明らかにされてこなかった，わが国における

都市レベルの自治体の財政支出がどのような要因によって決定されているかに

ついて，政治的な要因を考慮した実証分析により，明らかにすることである。

かつて，わが国では，中央集権的な地方財政システムを前提として，地方政

府の意思決定に着目した実証分析はあまり行われていなかった。しかしながら，

１９９０年代以降の地方分権に向けた動きが進展する過程で，地方政府の財政運営

における裁量の余地が拡大する可能性がでてきたことや，１９８０年代以降，政治

学や行政学の分野で，これまで通説となっていた，「中央集権の下での地方政

治の不在」が自明視されなくなったこと1で，地方政府の政策決定における自

律性を前提として，地方の財政支出の決定のあり方について，政治的要因も考

慮した実証分析が行われるようになってきた。

このような計量経済学的アプローチをとることの利点は，地方政府の財政支

出に影響をあたえる，人口や面積，産業構造などといった，社会経済的要因や

補助金などによる中央政府による影響をコントロールした上で，各自治体の政

治状況の効果を析出できることにある。曽我・待鳥（２００７）が指摘するように，

わが国の地方財政支出において，「中央政府の意向や社会経済環境，さらには

時期ごとの主争点の変化をコントロールしても，政治変動によって説明される

べき政策変化が存在する」（p．３１９）とすれば，分析結果を手がかりに，今後の

1 曽我・待鳥（2007）第1章 p.29による。
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わが国における，分権化時代の地方財政のあり方を予測，検討する上で有益な

情報を与えると考えられる。これは，地方分権改革の制度設計に対しても示唆

を与えることが期待される点で有意義である。

しかしながら，わが国の地方財政支出の決定要因に関する実証分析は，ほと

んどが都道府県を対象としたものであり，基礎的自治体を対象とした研究はほ

とんど存在しない。これは，市町村レベルの統計の利用可能性が高くないこと

が主な理由であると考えられるが，基礎的自治体である市町村は，住民に身近

な公共サービスを提供するという点で分析対象として重要であるばかりでなく，

地方分権一括法施行以前において，機関委任事務の比率が都道府県に比べ低

かったことを考えると，地方の意向がより強く反映される可能性もある。そこ

で，本稿では，都市レベルのサンプルを用いた実証分析を行うことによって，

基礎的自治体の財政支出の決定要因を明らかにすることを試みる。

なお，本稿の構成は以下の通りである。第２節では，関連する先行研究をや

や詳しくとりあげ，問題の所在を明らかにする。その上で，第３節では，実証

分析を行い，第４節では，推定結果を整理し，解釈する。第５節はまとめであ

る。

２．先 行 研 究

政府の政策決定のあり方を分析する上で，政治的な要因を考慮する実証研究

は，新しい政治経済学2の理論的研究の進展により，海外では近年大きく進展

してきた。この研究分野の特徴は，政治家や有権者の党派性やイデオロギーの

みならず，政治家の選出に関わる政治制度や予算編成上のルールなどといった

制度的側面が政策に及ぼす影響を重視する傾向が強いことである。

例えば，Roubini and Sachs（１９８９）は，１９６０年代以降，多くの OECD諸国で

増加した財政赤字は，いわゆる Barro（１９７９）による課税平準化理論だけでは

2 標準的なミクロ経済理論（ゲーム理論等）などを用いて，政治現象を分析するア
プローチ全般をさす。この分野の代表的なテキストとして，英語文献では，Persson and
Tabellini（2000），Drazen（2000），邦語文献としては，小西（2009）が挙げられる。

－５０－ 都市の財政支出と政治的要因



必ずしも説明することは出来ず，議院内閣制か大統領制か，連立政権か否かと

いった，政治構造（political structure）によって影響を受けており，政治的結

束度の弱い政府ほど財政赤字を増加させやすいことを明らかにした。

１９９０年代以降，財政赤字や財政運営について，政治的な側面に着目した実証

研究が多く行われることとなった。国家レベルのデータを用いた研究としては，

Perotti and Kontonopoulos（２００２）や Rucciuti（２００４）などが存在する。このう

ち，Perotti and Kontonopoulos（２００２）は，１９７０年から１９９５年までの OECD１９カ

国のパネルデータを用いて，政府の分極度が政府歳出や歳入に与える影響につ

いて実証分析を行っており，内閣の規模（大臣数），連立政権の規模（与党数），

また，イデオロギーが比較的頑健な効果を持つことを示している。一方，

Rucciuti（２００４）では，同じく OECD諸国を対象として，１９７５年から１９９５年ま

でのパネルデータを用いた研究を行っており，支出官庁の数や，選挙制度の違

いが財政収支に比較的強い影響を与えることを示している。

また，地方レベルのデータを用いた研究としては，アメリカの州を対象とし

た Alt and Lowry（１９９４）や，ノルウェーの地方政府を対象とした Kaltesh and

Ratto／（１９９８）などを挙げることができる。Alt and Lowry（１９９４）によると，

民主党が共和党に比べ，歳出（歳入）を拡大させる傾向を持つばかりでなく，

行政府（首長）と立法府（議会）の多数派が異なる分割政府では，統一政府に

比べ，財政赤字に結びつきやすいこと，財政赤字を翌年度予算に持ち越すこと

を制限するルールの存在も財政収支に影響を与えることを実証的に示している。

Kaltesh and Ratto／（１９９８）では，地方議会の分極度が高まるほど，また，議会

における社会主義政党シェアが高まるほど，財政支出は増える傾向にあること

を示しており，これらの研究では，選挙制度や予算ルールとともに，党派性も

財政運営に大きな影響を与えることを示唆している3。

一方で，国内では，制度的な側面に着目して，地方歳出に及ぼす影響を分析

3 地方財政への党派性による影響を分析した最近の研究としては，スウェーデンの
地方自治体を対象とした，Petterson-Lidbom（2008）や，アメリカの都市を対象とし
た，Ferreira and Gyourko（2009）などがあげられる。両者とも実証分析の手法として，
非連続設計（regression discontinuity design）用いているが，前者が党派性の影響を確
認しているのに対し，後者では党派性の影響は検出できないとしている。
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したものは少ないが，都道府県レベルを中心に，地方の首長や議員の党派性な

どの特徴が財政運営にもたらす効果について明らかにしようとする研究はある

程度存在する。例えば，都道府県を対象とした研究としては，加藤（２００３），

砂原（２００６），曽我・待鳥（２００７）が，都市を対象とした研究としては，飽戸・

佐藤（１９８６），河村（１９９８）があげられる。

加藤（２００３）では，歳出総額や各目的別歳出，普通建設事業費（単独事業，

補助事業），実質単年度収支の一人当たり金額および歳出シェアを被説明変数

とし，知事の党派性や当選回数，地方議会の構成などの政治的な要因が影響を

及ぼしているかについて，１９８７年度から２０００年度までのパネルデータを用いて

分析している。実証分析の結果によると，議会自民党シェアや知事自民党単独

ダミーで捉えられる保守系勢力は，民生費や労働費などの福祉関係支出を減ら

す半面，土木費のシェアを増やす傾向があるのに対し，議会の社会党・共産党

シェア，知事社会党ダミー・左派ダミーで定義する革新勢力は，福祉関係の支

出シェアを増やし，公共事業関係のシェアを減らしがちであることを確認して

いる。推定結果の解釈が困難であるケースも見られるが，地方の政治的要因が

財政支出に影響を与えていることを示す結果を提示しているといえる4。

砂原（２００６）では，同じく地方財政統計を用いながらも，歳出を「開発政

策」と「再分配政策」とに区分して，知事の支持基盤（革新知事か無党派か）

や経歴（官僚経験の有無等），知事の再選動機，また地方議会の党派性が及ぼ

す影響について，パネル分析を行なっている。実証分析の結果より，少なくと

も１９９０年頃までは地方議会における党派性が財政支出に強く影響を与えていた

ことを示唆している。

また，曽我・待鳥（２００７）では，１９６０年から２００５年までを，知事の党派的構

成によって，ほぼ１５年ごとに，３つの時代（革新系知事の隆盛期＝１９６０年代か

ら７０年代前半，保守回帰と相乗りの時代＝７０年代後半から８０年代，無党派知事

台頭の時代＝９０年代以降）に区分し，それぞれの時代区分ごとに，都道府県歳

4 加藤（2010）では，同じ都道府県レベルながら，より近年のデータを用いて，事
業主体別（補助事業と単独事業）に地方政治要因が働いているかどうかについて検
討している。
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出，歳入の各項目を地方の政策選択の指標とみなし，知事と議会の党派性が及

ぼす影響について計量分析を行っている。推定結果は時期により異なるものの，

政治変動が財政政策に影響を及ぼしていることは一貫しており，保革相乗り知

事に歳出拡大傾向があり，与党数が財政運営を拡張的なものとしている可能性

や，１９９０年代に台頭した無党派知事は総じて「小さな政府」志向であったこと

などを指摘している。

飽戸・佐藤（１９８６）は，都市レベルで財政支出と政治指標との関係について

計量的な分析を行なった先駆的な研究であり，財政支出のパターンに対して重

要な影響を及ぼすのは政治的な要因ではなく都市の中枢性であると結論付けて

いる。ただし，彼らの研究は因子分析・相関分析が中心であり，政治的な変数

の影響を抽出するという点においては不十分な点が残る。

そのほか，河村（１９９８）では，サーベイデータと通常の回帰分析を用いて，

市長の財政選好への影響を検討している。サーベイデータを用いた CHAID分

析によると，前回の選挙で苦戦した（つまり，得票率が低かった）首長や初当

選の市長は，財政を拡大しようとする志向が強いことなどを明らかにしている。

一方，回帰分析では，被説明変数に「平成４年度から翌５年度の道路橋梁費伸

び率を過去４年の伸び率平均で除したもの」を用いて，市長の再選動機の影響

を検証しており，選挙が終わってから道路整備支出が増える傾向にあることを

確認している5。しかしながら，得票率はプラスに有意となっており，前半の

分析結果と整合的ではない結果も得られている。

以上から，わが国においても，地方の財政支出を政治的要因で説明しようと

する研究が行われるようになってきており，先行研究の結果は必ずしも一貫し

ていないものの，地方の政治的要因の存在を示唆するものであるといえる。し

かし，都道府県レベルでは，標準的な計量経済学的アプローチを用いた実証分

析の蓄積が進展しているのに対し，データの利用可能性の問題もあり，都市レ

ベルの財政支出に及ぼす影響について検討した研究は依然として少ない上に，

5 この結果は，選挙のタイミングに合わせて事前に財政金融政策を操作するという，
Nordhaus（1975）の提示した「政治的景気循環理論」，ないしは，Rogoff and Sibert
（1988），Rogoff（1990）らによる「政治的予算循環理論」など示唆するものとは異
なる結果が得られていることになる。
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クロスセクション分析にとどまっており，時系列的な変化や，地域の固有の効

果をコントロールできているとは言い難い。

そこで，本稿では，都道府県レベルで地方政治の特徴（市長の党派性や議会

勢力）が財政支出への影響を検証した，砂原（２００６）などと同様のアプローチ

を踏襲し，都市レベルの財政支出に対する政治的影響について，パネルデータ

を用いた実証分析を行うこととする。パネル推定を行うことで，上記のような

推定上の問題に対応することができるほか，都道府県レベルの研究における結

果と比較することが可能となる。

３．実 証 分 析

３．１ 分析手法

分析手法としては，標準的なパネル分析を用いる。各自治体の財政支出の指

標を被説明変数とし，これらの財政状況に影響を与えると考えられる社会・経

済状況を表す統御変数でコントロールした上で，政治変数を説明変数として加

えることで，地方自治体の政治的な環境や政治家のインセンティブが財政支出

の水準やパターンに影響を与えているかどうかを確認するという方法をとる。

したがって，財政支出の指標をとる，被説明変数を yitとすると，推定すべき

回帰モデルは以下の�１式となる。

yit＝α＋�
k
βk・Xk,it＋�

l
γl・Poll,it＋ci＋dt＋uit �１

ここで Xitは，社会・経済状況を表すコントロール変数，Politは政治変数，Ci

は個体方向の固定効果ダミー，dtは時点方向の固定効果ダミーを表す。サンプ

ルは，個体方向へは，原則として東京２３区（特別区）を除く都市を対象とし，

時系列方向へは１９８５，１９９０，１９９５，２０００年度の自治体決算を対象とする４期間

のパネルデータを用いる6。
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３．２ 財政支出の指標（被説明変数）

都市歳出における政治的要因を検証する上で重要となるのは，財政支出の指

標 yitとして，どの支出項目を用いるかということであろう7。

先行研究では，目的別・性質別の各歳出を分析対象とした加藤（２００３）や，

目的別歳出を分析対象とした曽我・待鳥（２００７）のように，ほぼ全ての項目を

対象としている研究もあれば，砂原（２００６）のように，地方歳出を「開発政策

としての性格が強いもの」（インフラ整備，農林水産）と「再分配政策として

の性質が強いもの」（教育，福祉）という，大きく２つのカテゴリーに分類し

た上で，特定の支出項目に絞って，政治的な要因がどのように影響しているか

を分析しているものも存在する。

都市歳出においても，政治的な要因が働きやすいと支出項目は限られている

と考えることが自然であるし，仮に政治変数が有意になったとしても積極的な

解釈を与えることが難しい支出項目（例えば，消防費）も存在する。そこで，

本稿では，砂原（２００６）と近いアプローチをとることとし，開発政策に関わる

ものとして「普通建設事業費」と「農林水産業費」を，再分配政策に関わるも

のとして「扶助費」と「教育費」のあわせて４つの支出項目を対象として，実

証分析を行うこととした8。

また，財政支出の指標を，「歳出規模」で見るか，「歳出シェア」でみるか，

という論点も重要である。例えば，加藤（２００３）では，「一人当たり金額（歳

6 データセットの一部は，近藤・宮本（2010）で使用したものと共通である。地方
財政統計については，各年度利用可能であるが，地方自治体の首長および議会構成
は，基本的には4年に1度の選挙ごとに変化するものであり，毎年の変化は小さい。
そこで，都市レベルの基礎的な統計が入手できる，国勢調査実施年に合わせてデー
タセットを作成した。2005年度については，市町村合併の影響を考慮して，本稿で
は分析の対象から外した。また，市制施行等により一部の年度しかデータが得られ
ない都市は，推定結果にバイアスをもたらす影響を考慮してサンプルから外し，bal-
anced panelとした。また，阪神大震災の影響が大きく働いたと思われる，兵庫県の
一部の都市（神戸市，西宮市，芦屋市）についても，サンプルから外している。

7 1980年代以降の都市歳出（特別区を除く全ての都市の歳出合計）の内訳と推移は，
表1（目的別歳出）と表2（性質別歳出）に示すとおりである。

8 ただし，砂原（2006）とはデータの定義が異なることに注意が必要である。砂原
論文では，「インフラ整備」は土木費，「福祉」は民生費を用いており，目的別歳出
をベースに定義していることと，地方の政策決定を考えるために，国からの補助金
の一部を控除して定義していることである。
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出）」と，各歳出の歳出総額に対するシェアで定義した「歳出シェア」を被説

明変数としてとった場合の推定結果をそれぞれ紹介している。砂原（２００６）で

も，各都道府県の歳出規模を標準財政収入額で基準化した「支出水準」を被説

明変数とした推定結果を基本としながらも，頑健性の確認を目的として，「歳

出シェア」に関する推定結果もあわせて補足的に紹介している。いずれの研究

でも，被説明変数を「規模」でとるか「シェア」でとるかによって，係数の符

号や有意性が異なるケースが見られている。

ここで，２つの定義がもたらす情報の違いについて確認しておくことは必要

であろう。インフラ整備や，福祉といった具体的な政策を実現するための支出

の充実度を測るという観点では，各自治体の人口や経済規模でコントロールし

表１ 都市目的別歳出の内訳と推移 （単位：１００万円）

区分
１９８０年度 １９９０年度 ２０００年度 ２００８年度 ２００８年度（都道府県）

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

議会費 １３８，３３１ ０．９ ２１４，５４６ ０．８ ２４２，１８４ ０．７ ２５４，５６７ ０．７ ７９，４３３ ０．２
総務費 １，７５０，３９７ １１．１ ３，７１１，３８８ １３．９ ３，７３２，１４７ １０．８ ４，６１３，７８０ １１．８ ３，１８３，４３９ ６．７
民生費 ２，８３８，０２８ １８．０ ４，４２３，８７５ １６．６ ７，３９１，４７０ ２１．５１１，４２１，３９８ ２９．３ ５，４９５，９７８ １１．６
労働費 １７１，４８７ １．１ １６５，６７１ ０．６ １６２，６１２ ０．５ １１５，３８０ ０．３ ５３７，６０３ １．１

農林水産業費 ５４７，５４０ ３．５ ７１８，０５６ ２．７ ７３４，８０５ ２．１ ８４７，３８３ ２．２ ２，４３５，４９３ ５．１
商工費 ４５１，０７５ ２．９ ８６３，９０３ ３．２ １，５６３，３３１ ４．５ １，５５４，００２ ４．０ ３，６４６，５６２ ７．７
土木費 ３，５９０，９６７ ２２．８ ６，８６３，２２４ ２５．８ ７，４６２，１３６ ２１．７ ５，７８６，５２８ １４．８ ６，２６５，１７１ １３．２
衛生費 １，３９２，２３３ ８．８ ２，２８１，６０１ ８．６ ３，４３６，３３１ １０．０ ３，３９４，７２７ ８．７ １，３９６，４５４ ２．９
消防費 ４６７，２５４ ３．０ ８３０，６０３ ３．１ １，１９２，２００ ３．５ １，３９５，９６３ ３．６ ２１８，９７９ ０．５
教育費 ２，９９８，４５３ １９．０ ３，８９２，１２２ １４．６ ４，０８９，４３４ １１．９ ４，１０８，６４６ １０．５１１，０５７，７４０ ２３．４
その他 １，４０６，８３０ ８．９ ２，６６５，３３３ １０．０ ４，４２２，０７９ １２．８ ５，５４２，０５２ １４．２１３，０３２，０９９ ２７．５

計 １５，７５２，５９４１００．０２６，６３０，３２３１００．０３４，４２８，７２９１００．０３９，０３４，４２４１００．０４７，３４８，９５１１００．０

表２ 都市性質別歳出の内訳と推移 （単位：１００万円）

区分
１９８０年度 １９９０年度 ２０００年度 ２００８年度 ２００８年度（都道府県）

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

人件費 ３，４８８，３７０ ２２．１ ５，５６２，１８６ ２０．９ ７，０００，０７１ ２０．３ ７，４４８，１０１ １９．１１４，７２９，７１５ ３１．１
物件費 １，２１６，６５５ ７．７ ２，２７１，２１６ ８．５ ３，６５３，１８２ １０．６ ４，４７２，５７５ １１．５ １，４８０，０２４ ３．１
維持補修費 ２２９，１７３ １．５ ３９８，５０８ １．５ ４６５，９８３ １．４ ４５９，６４０ １．２ ３７１，８００ ０．８
扶助費 １，９７７，６３８ １２．６ ２，４７５，６７９ ９．３ ３，７７２，４３８ １１．０ ６，５５２，５００ １６．８ ８６９，８６７ １．８
補助費等 ９４６，４１０ ６．０ １，８８１，７８１ ７．１ ２，８８９，０５４ ８．４ ３，５９８，２７３ ９．２ ９，８９４，４８８ ２０．９
普通建設事業費 ４，９６８，２８６ ３１．５ ７，４７７，６８４ ２８．１ ７，３５９，６９７ ２１．４ ５，０７４，１１０ １３．０ ７，０７４，６７６ １４．９
災害復旧事業費 ６８，６６８ ０．４ ８６，９５１ ０．３ ６４，７６５ ０．２ ５１，５２９ ０．１ １２７，６３０ ０．３
失業対策事業費 １０７，１０４ ０．７ ４１，２９８ ０．２ ９，５８８ ０．０ １，６６８ ０．０ ０ ０．０
公債費 １，１４８，０７６ ７．３ ２，２９６，５２６ ８．６ ４，０６９，４８７ １１．８ ５，１８５，２３３ １３．３ ６，７２９，５３３ １４．２
積立金 ３３３，９７６ ２．１ １，４７３，９４９ ５．５ ６０４，８２９ １．８ ６９３，２１４ １．８ １，６７１，７１１ ３．５
貸付金 ６５２，２２４ ４．１ １，１０１，５４０ ４．１ １，８０９，５７８ ５．３ １，６５２，０３９ ４．２ ３，９５１，８８３ ８．３
その他 ６１６，０１３ ３．９ １，５６３，００５ ５．９ ２，７３０，０５７ ７．９ ３，８４５，５４３ ９．９ ４４７，６２５ ０．９

計 １５，７５２，５９４１００．０２６，６３０，３２３１００．０３４，４２８，７２９１００．０３９，０３４，４２４１００．０４７，３４８，９５１１００．０

資料出典：総務省『地方財政統計年報』より作成。
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た「歳出規模」で評価することが本来は望ましいといえる。しかしながら，加

藤（２００３）が指摘するように，わが国の地方政府は課税自主権が依然として制

限されており，歳出規模をコントロールすることが容易ではないとすれば，限

られた財源をどの費目に割り振るかというときに，地方政府の意向や政治的な

要因が強く働く可能性がある。その点では，財政支出の指標として，「歳出

シェア」を用いることに優位性があるといえる。

したがって，自治体の財政支出における政治的要因を検証するという目的か

らすると，両者の定義を補完的に用いることが望ましいと考えられる。そこで，

本稿でも，歳出規模の指標として「一人当たり歳出」を，歳出シェアの指標と

して「各歳出の歳出総額で除した値」の２つを用いて推定を行い，結果を比較

する。

３．３ 政治変数と統御変数（説明変数）

自治体の財政支出に対して，どのような政治的要因が働いているかというこ

とについてはいくつかの見方が可能であり，それによって，政治的特徴を捉え

ようとする変数の選択や定義に影響を与えると考えられるが，本稿では，わが

国における先行研究を参考に，政治変数として，①市長の支持基盤（党派性），

②市長の属性，③議会構成（党派性），④政治家の再選動機，という４つの要

素に関する指標を用いる。

まず，①の市長の支持基盤に関しては，前回の市長選において，主要政党の

推薦・支持を受けたかどうかによって，�１「無党派」，�２「自民党単独」，

�３「革新単独」，�４「保守系相乗り」，�５「革新中道」，�６「保革相乗り」，の６

つに分類した上で，�７「保守系」を�２もしくは�４に該当する市長，�８「革新

系」を�３または�５に該当する市長として定義した9。とりわけ，本稿では，

�１「無党派」と�８「革新系」の政策志向の違いが強いことを想定して，それぞ

れに該当する市長を１とするダミーを作成，それ以外の市長属性をレファレン

スとしたときの効果を見ることとした。

9 詳細な定義と，サンプルにおける該当数（構成比）については，表3にまとめてい
る。
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次に，②の市長の属性に関する指標としては，「市長の当選回数」，「市長の

前回選挙における得票率」の他，市長のキャリアの影響を考慮すべく，「就任

時年齢」，「当該市議員経験」ダミー，「当該市職員経験」ダミーを用いること

とした。市長のキャリアが財政支出にどのような影響を与えるかについては，

先験的に明らかではないが，市長の当選回数と得票率については，有権者によ

る支持の強さを表す指標であり，市長のリーダーシップや政策を実現する能力

と関係する可能性があると考えられる。また，③の議会の党派性を表す変数と

しては，議会における保守系の強さを代理する指標として，「（市議会の）自民

表３ 市長の支持基盤と議会と与党議席率

市長の
支持基盤

定 義

フルサンプル
サブサンプル

（人口１０万人以上）

該当数
［構成比］

該当数
［構成比］

�１無党派 いかなる政党からも支持，推薦を
受けていない市長。

６２３
［２４．９％］

８１
［１０．８％］

�２自民党単独 自民党のみから支持，推薦を受け
た市長。

２４０
［９．６％］

５２
［６．９％］

�３革新単独 社会党もしくは共産党のみによっ
て推薦，支持された市長。

１３６
［５．４％］

４６
［６．１％］

�４保守相乗り
２つ以上の政党から推薦，支持を
受け，かつ，革新政党からの推薦，
支持を受けていない市長。

７９３
［３１．７％］

２５７
［３４．２％］

�５革新中道
２つ以上の政党から推薦，支持を
受け，かつ，革新政党からの推薦，
支持を受けた市長。

１５１
［６．０％］

７２
［９．６％］

�６保革相乗り
自民党の支持・推薦を受けていて，
かつ社会党，共産党，民主党の１
つ以上の支持・推薦を受けた市長。

５５７
［２２．３％］

２４４
［３２．４％］

合 計 ２，５００ ７５２

�７保守系 上記の�２自民単独＋�４保守相乗り １，０３３
［４１．３％］

３０９
［４１．１％］

�８革新系 上記の�３革新単独＋�５革新・中道 ２８７
［１１．５％］

１１８
［１５．７％］

※注：該当数における［構成比］は，市長の支持基盤に関する各類型の総数に占める割合（％）を
表す。

（財）地方自治総合研究所 『全国首長名簿』（各年版）から作成。
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党議席率」を，革新系の強さを代理する変数として，「（市議会の）革新政党議

席率」を用いることとした。

最後に，④の市長および議会の再選動機に関わる変数としては，「政治的景

気循環（市長）」と「政治的景気循環（議会）」を用いる。市長，議会ともに選

挙が行われる年は原則として決まっていることから，選挙が行われた年を１と

するダミー変数である。選挙と景気，経済政策の関係については，Nordhaus

（１９７５）が，政治的景気循環の理論を提示して以来，膨大な研究の蓄積がある

が，政治家が再選動機を持つ以上，選挙の時期にあわせて予算を拡大させる可

能性があり，この効果を考慮する変数として用いる。もし，首長もしくは議会

が選挙の時期を見計らって財政支出を拡大させているとすれば，これらの変数

はプラスに有意となることが期待される。

以上の政治変数は原則的に，（財）地方自治総合研究所が発行する『全国首

長名簿』（各年版）から作成し，市長のキャリアに関する変数（就任時年齢，

当該市議員経験，当該市職員経験）は，『新訂 現代政治家人名事典』（２００５年，

日外アソシエーツ刊），および，朝日新聞，日本経済新聞，読売新聞の縮刷版

記事に基づいて作成した。

そのほか，社会・経済的要因をコントロールする統御変数としては，「税収

等増加率」10，「政令市ダミー」，「失業率」，「第１次産業就業者比率」，「第２次

産業就業者比率」，「１５歳未満人口比率」，「６５歳以上人口比率」，「不交付団体ダ

ミー」を用いることとした。

なお，推定に際して政治変数は，予算編成によるタイムラグを考慮して，被

説明変数に対して，１期ラグ（すなわち，１９８４，１９８９，１９９４，１９９９の各年）を

とっている。財政支出の各指標（被説明変数）と，政治変数を含む説明変数の

記述統計は，表４－１，表４－２にそれぞれ示すとおりである。

10 税収等増加率は，地方税と地方譲与税の和の対前年度増加率として計算した。
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４．推 定 結 果

推定結果は，表５～表８に示すとおりである。このうち，表５と表６は，

１９８５年度から２０００年度までの統計が揃う，全国６２５都市を対象とした，フルサ

表４－１ 記述統計（被説明変数）

変 数 平 均 標準偏差 最大値 最小値

歳
出
規
模

普通建設事業費 ８２．２３（７０．１４） ３９．４７（２９．６１）３３８．６０（２３８．１２）１２．５０（１２．５０）
農林水産業費 １６．７０（６．３０） １７．０５（５．８１）１３２．２１（４８．０８） ０．１４（０．１４）
扶助費 ３０．５４（３０．２３） １６．４１（１５．４６）１８９．２７（１０２．１７） ５．７２（５．７２）
教育費 ４３．４４（４０．１３） １６．０６（１１．７２）２１２．９１（１２３．６４）１５．２１（１９．０３）

歳
出
シ
ェ
ア

普通建設事業費 ２５．５９（２４．６６） ７．５５（７．３４） ５５．５８（５３．２９） ４．７８（５．２７）
農林水産業費 ４．９１（２．２５） ３．９９（１．９２） ２５．１９（１１．１１） ０．０２（０．０２）
扶助費 ９．５６（１０．４８） ３．８４（４．１１） ４１．４７（２６．３６） ２．７９（２．７９）
教育費 １４．１４（１４．６１） ４．４７（４．０７） ３９．１５（３５．１６） ４．２８（６．１３）

※「歳出規模」は住民１人当たり（千円），「歳出シェア」は当該費目歳出額の歳出総額に占める割合
（％）を表す。

注１：（ ）内は人口１０万人以上の都市を対象としたサブサンプルにおける値を示す。
注２：標本規模は，フルサンプルが２５００，サブサンプルが７５２である。

時系列は，t＝１９８５，１９９０，１９９５，２０００年度の４年間。

表４－２ 記述統計（説明変数）

変 数 平 均 標準偏差 最大値 最小値

税収等増加率（％） ４．１８４（３．９７３） ６．３０４（４．７７４）１１５．２２（１６．３７７）－１７．１１１（－１５．４１３）
政令市ダミー ０．０１４（０．０４５） ０．１１６（０．２０８） １ （ １ ） ０ （ ０ ）
失業率（％） ３．７８３（４．０９４） １．４８８（１．４０７）１６．９００（１４．０００） ０．６００（ １．６００）
市
長
党
派

市長・無党派 ０．２４９（０．１０８） ０．４３３（０．３１０） １ （ １ ） ０ （ ０ ）
市長・革新系 ０．１１５（０．１５７） ０．３１９（０．３６４） １ （ １ ） ０ （ ０ ）

市
長
属
性

市長・当選回数 ２．３５４（２．４２７） １．３８８（１．３５７） ９．０００（９．０００） １．０００（ １．０００）
市長・得票率（％）７１．２２１（６７．５０８）２０．１７６（１７．５５６）１００．００（１００．００） ２９．８００（ ２９．８００）
市長・就任時年齢 ５５．７８９（５５．８１３） ７．３４９（７．４７８）８０．０００（７５．０００） ２８．０００（ ３５．０００）
市長・議員経験 ０．３０２（０．２５９） ０．４５９（０．４３９） １ （ １ ） ０ （ ０ ）
市長・官僚経験 ０．３２１（０．４０７） ０．４６７（０．４９２） １ （ １ ） ０ （ ０ ）

議
会
構
成

議会・自民党議席率（％） ９．６３６（１４．７１４）１５．７６２（１６．４１８）８５．０００（７５．０００） ０．０００（ ０．０００）
議会・革新政党議席率（％） １５．９３８（２０．１１０） ７．９７５（８．０７２）５０．０００（４０．９００） ０．０００（ ０．０００）

再
選
動
機

政治的景気循環（市長） ０．２４４（０．２４１） ０．４３０（０．４２８） １ （ １ ） ０ （ ０ ）
政治的景気循環（議会） ０．２４６（０．２４７） ０．４３１（０．４３２） １ （ １ ） ０ （ ０ ）

注１：（ ）内は人口１０万人以上の都市を対象としたサブサンプルにおける値を示す。
注２：標本規模は，フルサンプルが２５００，サブサンプルが７５２である。

時系列は，t＝１９８５，１９９０，１９９５，２０００年度の４年間。
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ンプルによる推定結果を，表７と表８は，都市の規模による財政的，政治的環

境の違い11も考慮して，人口１０万人以上の１８８都市を対象としたサブサンプル

による推定結果をまとめたものである。なお，推定方法はパネル分析では標準

的な，LSDV（ダミー変数最小二乗法）である。

11 飽戸・佐藤（1986）が指摘したように，都市の中枢性と政治的特性が密接に結び
ついていると考えられるが，都市人口に関して一定規模以上のサブサンプルに絞っ
た場合にも，政治変数の影響が強く効いているとすれば，政治的要因の重要性を示
すより強い証拠となると考えられる。この点でも，サブサンプルによる推定の意義
がある。

表５ 推定結果・歳出規模（フルサンプル）
サンプル：全国都市パネル
推定方法：LSDV

被説明変数
「開発政策」 「再分配政策」

普通建設事業費 農林水産業費 扶助費 教育費

税収等増加率 ０．６１１＊＊ ０．１５７＊＊ ０．０３０ ０．２０４＊＊

政令市ダミー ２８．８７７† －０．２３４ １．９６２ １１．６６５＊＊

失業率 －０．１２７ －１．１４４＊＊ ０．９３１＊＊ －１．２２９
市
長
党
派

市長・無党派 －１．６２５＊ －０．３６９ －０．０９８ －０．４８７
市長・革新系 ２．１３６ －０．５２１ ０．１５８ １．０３５

市
長
属
性

市長・当選回数 －０．４５８ －０．２８９＊＊ ０．００５ ０．１１２
市長・得票率 ０．０４８ －０．００５ ０．００２ ０．００３
市長・就任時年齢 ０．０７７ ０．０１８ ０．００３ －０．０３６
市長・当該市議員経験 ０．１３４ －０．０４６ ０．２９９† ０．２２６
市長・当該市官僚経験 ０．００８ －０．２９８ ０．１８５ －０．６２６

議
会
構
成

議会・自民党議席率 ０．１４３＊ ０．０５６＊＊ －０．００５ ０．０６８＊＊

議会・革新政党議席率 －０．１３９ －０．０２５＊＊ －０．１０６＊＊ ０．０３０
再
選
動
機

政治的景気循環（市長） －１．０３８ －０．７８８＊ ０．０９１ ０．２０５
政治的景気循環（議会） －０．４９８ －０．３９４ ０．０７７ ０．０３６

標本数 ２，５００ ２，５００ ２，５００ ２，５００
R2 ０．５４２ ０．８４４ ０．９５８ ０．３８８

注１：係数の＊＊は１％有意水準で有意，＊は５％水準で有意，†は１０％水準で有意であることを示す。
注２：説明変数のうちコントロール変数である，１５歳未満人口比率，６５歳以上人口比率，第１次産業

就業者比率，第２次産業就業者比率，不交付団体ダミーの結果については，割愛している。
注３：標本は，個体方向に６２５都市，時間方向に４時点（t＝１９８５，１９９０，１９９５，２０００年度）となるパ

ネル・データ。
個体方向，時間方向のダミー変数を入れた２方向固定効果モデルで推定（個別効果の結果は省
略）。
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４．１ フルサンプルの推定結果

まず，一人当たり歳出を被説明変数にとった場合（表５）についてみると，

市長の支持基盤に関わる変数で比較的はっきりとした傾向が見られるのは，無

党派市長ダミーであり，普通建設事業費についてマイナスで有意となっている

ほか，他の支出項目についても，（有意ではないものの）符号はマイナスとい

う結果が得られている。これは，無党派首長が「小さな政府」志向であるとす

る，曽我・待鳥（２００７）の結果と整合的なものと考えることができる。また，

市長の属性で有意となっているのは，当選回数が農林水産業費に対してマイナ

スに有意となっている。農林水産業費は，特定の産業と結びつきの強い支出で

表６ 推定結果・歳出シェア（フルサンプル）
サンプル：全国都市パネル
推定方法：LSDV

被説明変数
「開発政策」 「再分配政策」

普通建設事業費 農林水産業費 扶助費 教育費

税収等増加率 ０．１３９＊＊ ０．０３４＊＊ －０．０５１＊＊ ０．０３１†

政令市ダミー ２．２４４ －０．２７４ －０．７９７＊＊ １．０６４
失業率 －０．４０８ －０．１４０＊＊ ０．３９１† －０．４０７
市
長
党
派

市長・無党派 －０．２８２† －０．０４４ －０．０５３ ０．０１３
市長・革新系 ０．４３４ －０．０４３ －０．０２０ ０．３１６

市
長
属
性

市長・当選回数 －０．１３１ －０．０５１＊＊ －０．０１７ ０．０２３
市長・得票率 ０．００８ －０．００２ －０．００２† －０．００３
市長・就任時年齢 ０．００８ ０．００４ －０．００６ －０．０１０
市長・当該市議員経験 ０．２９９ ０．１５９ ０．０５３† ０．１００
市長・当該市官僚経験 ０．２７６ ０．０４１† －０．０８１＊＊ －０．２３６＊

議
会
構
成

議会・自民党議席率 ０．０４０＊ ０．０１０＊ －０．００９＊＊ ０．０１６＊

議会・革新政党議席率 －０．０２９ －０．０１３＊＊ －０．００９ ０．００７
再
選
動
機

政治的景気循環（市長） －０．１６９ －０．１４４† ０．０１１ ０．０８５
政治的景気循環（議会） ０．０１０ ０．０３８ ０．０４６ ０．０４３

標本数 ２，５００ ２，５００ ２，５００ ２，５００
R2 ０．４７３ ０．８５２ ０．９００ ０．４３９

注１：係数の＊＊は１％有意水準で有意，＊は５％水準で有意，†は１０％水準で有意であることを示す。
注２：説明変数のうちコントロール変数である，１５歳未満人口比率，６５歳以上人口比率，第１次産業

就業者比率，第２次産業就業者比率，不交付団体ダミーの結果については，割愛している。
注３：標本は，個体方向に６２５都市，時間方向に４時点（t＝１９８５，１９９０，１９９５，２０００年度）となるパ

ネル・データ。
個体方向，時間方向のダミー変数を入れた２方向固定効果モデルで推定（個別効果の結果は省
略）。
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あることを考えると，当選回数が増えるにつれて，利益誘導的な支出がむしろ

減少する可能性があることを示している可能性がある。議会構成についてみる

と，普通建設事業費，農林水産業費に対して，自民党議席率はプラスに有意と

なっている一方，革新政党議席率はマイナスになっている（一部，非有意）こ

とが確認できる。これは，これまでの先行研究でも広く検証されてきた，「保

守勢力は開発政策を拡大する一方で，革新勢力は再分配政策の拡大を志向す

る」（砂原２００６）という党派性に関する仮説が都市レベルでも成り立っている

可能性があることを示す証拠であるといえる。しかし，再分配政策の充実度と

して用いた，扶助費に対して，革新政党議席率はマイナスに有意となっている

表７ 推定結果・歳出規模（サブサンプル）
サンプル：全国都市パネル
推定方法：LSDV

被説明変数
「開発政策」 「再分配政策」

普通建設事業費 農林水産業費 扶助費 教育費

税収等増加率 ０．６３１ ０．０８９ ０．１４８＊＊ －０．４２５＊

政令市ダミー ２７．９００† －０．４９１† １．２２８ １１．８０１＊＊

失業率 －３．７５１＊＊ －０．４９８＊＊ １．０２７＊＊ －０．３８９
市
長
党
派

市長・無党派 －７．２６１＊＊ －１．０２８＊＊ ０．６４８† －２．１２９
市長・革新系 －０．２０８ ０．０１４ ０．０３１ １．０５２

市
長
属
性

市長・当選回数 －０．７７２＊ －０．０６９ ０．１４０＊ ０．０４１
市長・得票率 －０．０３９† －０．００８ ０．００３ －０．００８
市長・就任時年齢 －０．０３８ ０．０１０ ０．０２０ －０．０７７
市長・当該市議員経験 ３．４０１ ０．４２９ ０．１８９ ０．４７７
市長・当該市官僚経験 －２．９９７＊＊ －０．１７８ ０．２０８ －１．２０８＊＊

議
会
構
成

議会・自民党議席率 －０．０２０ －０．０２５＊＊ －０．０１６† －０．０２２
議会・革新政党議席率 －０．２７４† －０．０７０＊ －０．０５９† －０．０２５

再
選
動
機

政治的景気循環（市長） －４．２７１＊ ０．０９４ ０．０５５ －０．５３９
政治的景気循環（議会） ４．３５０＊＊ －０．０４２ －０．００２ ０．２５５

標本数 ７５２ ７５２ ７５２ ７５２
R2 ０．５７４ ０．８３１ ０．９７１ ０．４０１

注１：係数の＊＊は１％有意水準で有意，＊は５％水準で有意，†は１０％水準で有意であることを示す。
注２：説明変数のうちコントロール変数である，１５歳未満人口比率，６５歳以上人口比率，第１次産業

就業者比率，第２次産業就業者比率，不交付団体ダミーの結果については，割愛している。
注３：標本は，個体方向に６２５都市，時間方向に４時点（t＝１９８５，１９９０，１９９５，２０００年度）となるパ

ネル・データ。
個体方向，時間方向のダミー変数を入れた２方向固定効果モデルで推定（個別効果の結果は省
略）。
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など，典型的な仮説で説明できないところもある。なお，再選動機を検証する

変数は，市長選，議員選ともに，プラスに有意とはなっていない。したがって，

少なくとも都市全体で見ると，選挙時期にあわせて，予算をコントロールする

ほどの機会主義的な行動は見られないといえる。

以上の政治変数に関する結果は，歳出シェアを被説明変数にとった場合（表

６）でもほぼ同様の結果となっていることが確認できる。政治変数以外の変数

について見ると，税収等変化率は，普通建設事業費，農林水産業費に対して有

意となっており，地方税収の増加がこれらの歳出増加に結びつきやすく，その

結果，歳出シェアでみても高くなりやすいことを示している。これは，扶助費

表８ 推定結果・歳出シェア（サブサンプル）
サンプル：全国都市パネル
推定方法：LSDV

被説明変数
「開発政策」 「再分配政策」

普通建設事業費 農林水産業費 扶助費 教育費

税収等増加率 ０．１３３ ０．０２８＊＊ －０．０３４ －０．１５５＊＊

政令市ダミー ２．２２４ －０．２１４ －１．０９９＊＊ １．４０５
失業率 －０．６７８＊＊ －０．０２１ ０．８３２＊＊ －０．２４９
市
長
党
派

市長・無党派 －１．２４８＊ －０．２７１＊ ０．３７３＊＊ －０．１６８
市長・革新系 －０．１１１ －０．０４０ －０．０２８ ０．４９１＊

市
長
属
性

市長・当選回数 －０．１１１† －０．０１７ ０．０５１† －０．００６
市長・得票率 －０．００６ －０．００２ ０．０００ ０．００３
市長・就任時年齢 ０．００１ ０．００７ ０．００５＊＊ －０．０２７＊

市長・当該市議員経験 ０．９５８ ０．２３３ －０．０４２ －０．０９３
市長・当該市官僚経験 ０．１０４ ０．１２３† ０．０１５ －０．１７３

議
会
構
成

議会・自民党議席率 ０．０１９ －０．００７＊＊ －０．００８＊＊ ０．００８
議会・革新政党議席率 －０．０３６† －０．０１４＊ ０．０１９＊＊ ０．００９

再
選
動
機

政治的景気循環（市長） －０．９０８＊ ０．０８５† ０．０７４ ０．０２５
政治的景気循環（議会） ０．６８８＊ －０．０５１ －０．０５９ －０．０７６

標本数 ７５２ ７５２ ７５２ ７５２
R2 ０．５９３ ０．８５４ ０．９３５ ０．５０２

注１：係数の＊＊は１％有意水準で有意，＊は５％水準で有意，†は１０％水準で有意であることを示す。
注２：説明変数のうちコントロール変数である，１５歳未満人口比率，６５歳以上人口比率，第１次産業

就業者比率，第２次産業就業者比率，不交付団体ダミーの結果については，割愛している。
注３：標本は，個体方向に６２５都市，時間方向に４時点（t＝１９８５，１９９０，１９９５，２０００年度）となるパ

ネル・データ。
個体方向，時間方向のダミー変数を入れた２方向固定効果モデルで推定（個別効果の結果は省
略）。
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をはじめとする義務的な経費が比較的に硬直的な経費であることを考えると

もっともらしい結果であるといえる。また，政令市ダミーは，普通建設事業費

と教育費の規模に対してのみプラスに有意であるとの結果になり，政令市にお

いて福祉政策がとりわけ手厚いということはいえない12。

４．２ サブサンプルの推定結果

まず，歳出規模についての結果（表７）を見ると，政治変数では，無党派市

長ダミーが普通建設事業費および農林水産業費に対して，マイナスに有意と

なっているほか，市長の当選回数は，普通建設事業費に対してマイナスに有意

となっており，これらは，フルサンプルの結果とほぼ同様である。しかし，議

会構成や再選動機に関する一部の変数では違いが見られ，自民党議席率は普通

建設事業費や農林水産業費に対して，プラスではなくマイナスという結果が得

られている13ほか，議会選挙ダミーが普通建設事業費に対してプラスに有意と

なっていることが確認できる。

次に，歳出シェアについての結果（表８）を見ると，歳出規模に関する推定

結果と同様に，無党派市長ダミーが普通建設事業費，農林水産業費に対してマ

イナスに有意となっていることが確認できる。加えて，教育費に関して，革新

系市長ダミーがプラスに有意となっていることも確認できる。さらに，議会構

成に関して見ると，自民党議席率は普通建設事業費に対してはプラス，扶助費

に対してはマイナスとなっているのに対し，革新政党議席率は，普通建設事業

費に対してマイナス，扶助費に対してはプラスに有意という結果が得られてお

り，フルサンプルに比べて，党派性による影響がはっきりと現れているといえ

る。また，再選動機に関する変数も，ほとんどは有意でないか，マイナスの符

号であるが，普通建設事業費に関しては，議会選挙ダミーがプラスに有意に推

定されている。歳出規模に関する推定でも同様の結果が得られたこととあわせ

て考えると，人口規模が大きい都市では，選挙時期に合わせて公共投資を増や

すという形で，財政支出が政治的な理由でコントロールされていることを示す

12 歳出規模の基準化の方法によって結果が変わる可能性は否定できない。
13 この結果の解釈は必ずしも容易ではない。
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結果といえるかもしれない。

５．ま と め

本稿では，１９８０年代以降の都市レベルのパネルデータを用いて，自治体の財

政支出の決定に地方の政治的な要因が働いているかについて実証分析によって

明らかにした。実証分析の結果から，市長の支持基盤や議会構成が自治体の歳

出規模や歳出シェアに影響を与える可能性があることが確認された。

具体的には，無党派市長は，そのほかの支持基盤を持つ市長に比べ，普通建

設事業費や農林水産業費といった開発政策とみなせる支出を減らす傾向が強い

こと，議会における保守勢力（自民党議席率）が高まるほど普通建設事業費が

高まり，人口規模が大きい都市に絞ると，革新勢力（革新政党議席率）が高ま

るほど再分配政策に関わる扶助費のシェアが高まる傾向が見られることや，議

会選挙のタイミングにあわせた公共投資のコントロールが行われている可能性

などが明らかにされた。

本稿で得られた結果は，これまで十分に検討されてこなかった，都市レベル

の財政支出においても地方の政治的要因が働きうることを示している。推定結

果には，解釈が難しいものや，必ずしも通常期待されるような結果が得られて

いないところもあるが，政治的な影響が財政支出の規模やシェアに与える影響

は，今後の地方分権の進展によって，一層高まる可能性もあり，今後の研究の

蓄積が必要であると考えられる。

特に，地方分権一括法が施行された２０００年度以降，もしくは，いわゆる「平

成の大合併」が進行した２００４年度以降の詳細なパネルデータを用いた，実証分

析を行うことは今後の課題である。
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